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This paper estimates the hedonic price function from January 1998 to October 2019 using Point of Sales (POS) data of TVs, 
air conditioners, refrigerators, rice cookers, vacuum cleaners, and washing machines. While controlling for the standard 
specifications of each product, POS data was used to observe whether the degree of energy-saving functions and the presence or 
absence of additional functions contributed to higher value added. The largest difficulty is determining what specifications are 
representative of each product over an approximate 20-year span to select appropriate energy-saving performance proxy variables. 
In the empirical results, we were able to observe the effects of past and current consumption tax increases on each product market, 
as well as the effects of extreme weather, such as high temperatures, on each product market. Our estimation results showed that 
product size/volume and energy-saving functions are effective in explaining the price model of home appliances.
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Ⅰ.　はじめに

人口増や経済発展によって，家庭でのエネルギー
消費が増加している。資源エネルギー庁の「平成27
年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書
2016）」の部門別最終エネルギーの推移によると，
家庭で消費されるエネルギー量は1990年度から15％
増加しており，背景には家電製品の普及が理由の一
つとして考えられる。家庭における消費電力量が多
いのは電気冷蔵庫で14.2％，次いで照明器具13.4％，
テレビ8.9％，エアコン7.4％と続く。

わが国では1998年より，広くエネルギー消費機器
製造事業者に対して，エネルギー消費の効率化の向
上を目指した「トップランナー制度」を導入した。
トップランナー制度の概要説明はKimura（2010）
に詳しく，また戒能 （2006）では制度の内容や経緯
に加え，家電機器効率基準規制について費用便益分
析により，定量的な政策評価を行っている。　　　

家電製品（特定機械器具）に対するトップラン
ナー制度は，冷蔵庫やエアコンなどの消費電力量が
多く，省エネ性能に差が大きい商品を対象とする。
ある年の実績において一番高いエネルギー性能を持
つ製品に対して，各製品が何パーセント達成してい
るかを省エネ基準達成率で示し，目標年度までにす
べての製品の基準達成を製造業者に義務付ける世界
的にみても厳しい制度である。

消費者に対しては2006年10月に，省エネ製品購買
の喚起を目的に，小売店売場において，トップラン
ナー制度の対象製品に「統一省エネラベル」が導入
された（図 1 ）。ラベルには，発行年，目標年度，
省エネ性マーク，省エネ基準達成率，省エネ性能を
表すエネルギー消費効率の指標（冷蔵庫の場合は年
間消費電力量），星の数（多段階評価）， 1 年間の電
気料金等の情報が含まれる。エアコン，照明器具

（LED器具，蛍光灯器具），家電は，テレビ，電気
冷蔵庫，電気冷凍庫，ガス温水機器，石油温水機器，
電気便座，電気温水機器の 9 品目が対象である。

家庭での省エネには，省エネ家電の導入が効果的
である。そのためには製造事業者は，厳しいトップ
ランナー制度の下でさらなる技術開発し続ける必要
があり，消費者は正しい情報を基にして自分の生活
に適した省エネ家電を購入する必要がある。

本稿では，1998年 1 月から2019年10月を対象に，
テレビ，エアコン，冷蔵庫，炊飯器，掃除機，洗濯
機の家電量販店のPoint of Sales（販売時点情報管

理） データ（以降POSデータ）を用いて，型番（モ
デル）ごとの月次の平均販売価格に対するヘドニッ
ク価格関数の特定化と推定を行う。その際，標準的
な各製品の仕様をコントロールした上で，省エネ性
能の代理変数を選択し，高付加価値化に貢献してい
るかをPOSデータにより観察することを目的とす
る。省エネ性能が高いことが高価格化に繋がるなら
ば，生産者は技術開発するインセンティブになり，
消費者にとっては追加的な支払意思を顕示すること
になり，家庭への省エネ製品の導入が進む。

変数選択では，約20年の期間を通じて入手可能な
変数を使用した。モデルの当てはまりは概ね良く，
実質販売価格の推定結果では，炊飯器と掃除機は約
55%以上，テレビ，エアコン，冷蔵庫，洗濯機は，
製品のサイズと省エネ性能の情報で約70～80％説明
できることがわかった。家電の価格モデルの説明力
には製品のサイズと省エネ性能が有効であることが
わかった。さらに，2014年と2019年の消費税率引上
げや異常気象の販売量への影響も観察した。

次節では，家電製品を対象とした省エネ性能の価
格プレミアムや支払意思額についての実証研究のレ
ビューを行う。Ⅲ節は，データについてと販売価格
と販売数量について，Ⅳ節はヘドニック価格関数と
説明変数の選択について，Ⅴ節は 6 品目の販売平均
価格関数の推定結果と考察を示す。Ⅵ節では結論と
今後の課題について述べる。

出所：�省エネ性能カタログ　2015年冬版，2016年夏版（資源
エネルギー庁）から抜粋

図 1 �　冷蔵庫の統一省エネラベル（2015年度版，
目標年度2010年度）
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Ⅱ．先行研究

本節では，省エネ指標やエネルギーラベルに記載
された指標の価格プレミアムや支払意思額の推計，
日本のPOSデータを使った先行研究のレビューを行
う。1970年代後半以降に各機器のエネルギー消費効
率を示す指標（冷蔵庫，テレビは年間消費電力量 

（kWh/年），エアコンならAPF（通年エネルギー消
費効率））をヘドニック関数に含むことで，消費者
の限界支払意思額 （MWTP） や価格プレミアム，ま
た需要関数，離散選択モデルの推定などによる支払
意思額 （WTP）の推定など，数多く行われてきた

（Hausman （1979），Meier and Whittier （1983），
Revelt and Train （1998），Fujita, et al. （2008））。
また，エコラベル，省エネラベル，アメリカの
Energy Star®の格付け等を省エネ性能の変数とし
て価格プレミアムや支払意思額を推定する研究も増
え て い る。 冷 蔵 庫 の 分 析 で は，Galarraga et al.

（2011a, 2013），Galarraga et al. （2011b） は，食器
洗浄機と洗濯機の省エネラベルA+の価格プレミア
ムを推定し正値で統計的に有意な結果を得た。
Ward et al. （2011） は冷蔵庫のEnergy Star®の格
付け情報をモデルに含むことにより，省エネへのプ
ラスの支払意思額を観察した。小西他 （2018） も日

本の冷蔵庫のPOSデータを用いて，省エネルギー基
準達成率，年間消費電力量，多段階評価を含む販売
価格関数の推定を行い，省エネへの支払意思額を観
察した。

一 方， 同 じ くWallander （2008）　 は 洗 濯 機 の
Energy Star®の価格プレミアムをヘドニック関数，
RDD，自然実験を使用して推定したが，プレミア
ムの存在は認められなかった。Park （2017） も韓国
のTVへの省エネラベルの導入タイミングを利用し
て差の差（DID）分析を用いたが価格プレミアムは
観察されていない。Ward et al. （2008） の冷蔵庫を
中心としたレビューと，Park （2017） のエコラベル
の価格プレミアムに関するレビューは非常に有用で
ある。

また，途上国においては，急速な人口増加と経済
発展に伴い，家電製品の普及率が高まっており，特
に中国（Lu （2006），Shen and Saijo （2009），Wang, 
et al. （2011）），ベトナム （Matsumoto and Omata 

（2017） ），マレーシア（Mahila, et al. （2004）），韓
国 （Park （2017）），インド・中国・タイの国際比較

（Kusaka, et al. （2012）などアジアの国々に関する
研究が増えている。近年では，個人へのアンケート
調査で省エネ家電の購入有無を問い，属性や購入状
況をコントロールした上で，省エネ家電への支払意

表 1 　POSデータを利用した省エネ家電製品についての日本の分析

出所：著者作成
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思額や価格プレミアムを推定する研究が増えている
（Zhang et al. （2020），Huh et al. （2019），Liao et 
al. （2020），Wang et al. （2019），Baldini, et al. 

（2018）。政策評価に関する研究は，Huh et al. （2019）
では韓国の炊飯器のリベートプログラム，森田他 

（2014），Nakano and Washizu （2017），Akao 
（2017），Aoshima and Shimizu （2012）， Yoshida et 
al. （2010）は日本のエコポイントプログラムの評価
を行っている。表 1 は本稿と同様にPOSデータを用
いた実証研究についてまとめた。

Ⅲ�．平均販売価格の記述統計と販売数量の
季節性

わが国で販売される家電の販売経路は，家電量販
店，地域家電店，大型総合スーパーマーケット，
ホームセンター，ディスカウントストア，ドラッグ
ストア，百貨店など非常に多岐に渡る。GfK社プレ
スリリース「2018年 家電・IT市場動向」によると
2018年 1 ～12月の国内家電小売市場規模は 7 兆500
億円と推定されている。経済産業省「商業動態統計
調査」の家電大型専門店（家電量販店）における
2018年 1 ～12月の「その他」を除く商品の合計販売
額が 3 兆9423億円であることから，家電量販店は国
内家電小売市場の半数以上を占めており，重要な販
売チャネルである。本稿では家電量販店のPOSデー

タを用いて1998年 1 月から2019年10月の 6 品目（テ
レビ，エアコン，冷蔵庫，炊飯器，掃除機，洗濯機）
について，型番（モデル）ごとの月次の平均販売価
格に対するヘドニック価格関数の特定化と推定を行
う。

1 ．平均販売価格の基本統計量
本稿では，分析期間が長いので，名目販売価格に

加えて実質販売価格についても推定を行う。実質化
には，各品目の総務省統計局のe-statの「消費者物
価指数／2015年基準消費者物価指数／長期時系列
データ 品目別価格指数 全国 月次」を用いた。テレ
ビは2005年以降しか入手できず，家庭用耐久財の消
費者物価指数を利用した。表 2 は品目ごとに集計し
た月次の平均販売価格の記述統計を示す。観測値数
は期間中の月数である。

2 ．販売数量の季節性について
図 2 で，2014年 1 月の販売台数を100とした場合

の2014年～2019年10月の月次の販売台数の推移を示
し，季節性を観察する。

テレビ販売の季節性：新年度の 4 月に向けた新規購
入や買替え需要で 3 月の販売量が多くなる。例年と
違う動きをしているのが，2014年と2015年の 3 月で
ある。2014年 3 月は， 4 月の消費税率引上げ（ 5 ％

表 2 　平均販売価格の基本統計量（単位：円）

出所：著者作成
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から 8 ％へ）の影響で，2 倍以上数量が伸びている。
2015年 3 月は，全てのデジタル出力のアナログ変換
終了が 4 月末で，2014年と同様に販売数量が伸びた。
2019年 9 月の伸びは10月からの消費税率引上げ

（ 8 ％から10%へ）に対する駆け込み需要である。

エアコン販売の季節性：最も販売動向に季節性があ
る商品である。例年は 6 月から販売が増え， 7 月が
ピークとなる。他の製品と異なり，新生活準備の需
要は観察されない。例年と違う動きをしているの
は，2014年 4 月消費税率引上げ時で， 3 月に販売が
伸びている。2018年の 7 月のピークが大きいのは，
中旬以降に各地で気温がかなり高くなり，東日本で
は，1964年の統計開始以来の最高温度となったため
である。2019年は 5 月に北海道の佐呂間町で 5 月の

気温としての全国観測史上最高温度の39.5℃を記録
し，北海道地方が高温になったため数量が伸びた。
8 - 9 月の数量増は消費増税率引上げの駆け込み需
要である。

冷蔵庫・炊飯器・掃除機・洗濯機の季節性について
掃除機，洗濯機，炊飯器は新生活準備需要で 3 月

に販売数量が伸びた後は，安定的である。冷蔵庫は，
3 月の新生活準備需要に加え，例年10月が新製品販
売時期なのでその直前のセールで販売量が増える。
各品目とも例年と違う動きは，2014年の 3 月と2019
年の 9 月の消費税率引上げ前の駆け込み需要のタイ
ミングである。

以上より，価格関数にはいつ売れたかを表す販売
月ダミー変数を加える。

図 2 　家電製品の販売数量サイクル（2014年 1 月を100とした指数）

出所：著者作成
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Ⅳ�．ヘドニック価格関数と省エネ性能の代
理変数の選択

1 ．ヘドニック価格関数
Rosen（1974）によって提案されたヘドニック分

析は，製品の価格は製品の様々な機能や特徴などで
特定化されると考え，回帰分析によって，価格関数
を推定する手法である。推定されたパラメータには
経済学的な解釈が付与され，不動産，環境，エネル
ギー分野，公共政策など様々な分野での実証研究が
行われている。第 2 節で示したように，家電商品を
対象に，省エネラベルやエコラベルに記載されてい
る省エネ性能の価格プレミアムや，限界支払い意思
額の推定などの実証研究が数多く行われている。本
稿では，各品目についてモデル（型番）×月次のパ
ネルデータを用いて，⑴式を推定する。

　　Pi,m,y＝c＋âXi＋äZi＋ãΔTi,m,y＋mMi,m

　　　　　＋yYi,y＋±i,m,y� …⑴

添え字 i，m，y はそれぞれ，モデル（型番），販
売月（ 1 ～12月），販売年（1998～2019年）を表す。
P は各家電製品の各モデルの販売価格を販売数量で
割った平均販売価格，c は定数項，X は省エネ変数，
Z はその他の機能や性能を表すスペック変数，
ΔT は新製品として発売されてから，売れるまでの
期間，Mは月次ダミー，Yは年次ダミー，± は誤差
項である。c，â，ä，ã，m，y は未知パラメータで
ある。被説明変数の P は各モデルの月間平均販売
価格なので，販売数量（N）をウェイト（ Ni,m,y ）
とした加重最小二乗法 （WLS）で推定する。図 2 で
販売数量は季節性があることを確認したので，販売
月ダミー変数（M）を含む。また，長期時系列の推
定を行うので，品目内共通の技術進歩や社会の変化
を販売年ダミー変数（Y）でコントロールする。さ
らに，家電製品は，通常販売開始時から時間経過と
伴に価格が下がるので，販売開始時点と販売時点と
の差を変数（ΔT）とした。新製品として市場に出
てた後， 1 か月経つごとにどれくらい価格が減衰し
ていくかを示す。

2 ．省エネ性能変数の代理変数の選択
テレビ，エアコン，冷蔵庫，炊飯器はトップラン

ナー制度の対象であるので，省エネラベルに記載さ
れる「省エネ基準達成率」と「エネルギー消費効率」

のデータ整備が進んでおり，直近は型番ごとの情報
が資源エネルギー庁のウェブサイトからもダウン
ロード可能である。エネルギー消費効率指標は省エ
ネ性能そのものであり，テレビ，冷蔵庫，炊飯器は

「年間消費電力量（kWh/年）」，エアコンは「APF
（通年エネルギー消費効率）」である。この中で，テ
レビは「年間消費電力量（kWh/年）」が使用可能，
エアコンと冷蔵庫は「省エネ基準達成率」が使用可
能だった。炊飯器は両指標とも入手できなかったの
で，掃除機と洗濯機同様に入手可能な特徴変数から
省エネ性能を表す変数を探索的に選択する。

表 3 で選択した各品目の省エネ機能変数の代理変
数の基本統計量をまとめる。観測値数は期間中に販
売された型数である。

テレビは，省エネ性能を表すエネルギー消費効率指
標の年間消費電力量（kWh/年）を省エネ性能変数
として使用できる。 1 日4.5時間の動作時間， 1 日
19.5時間の待機時間の消費電力量で算出される。

エアコンは，エネルギー消費効率指標であるAPF
（通年エネルギー消費効率）を通年で使用できなかっ
たので，省エネ基準達成率（％）と冷房能力（kW）
を省エネ性能変数の代理変数とする。省エネ基準達
成率は次式で示す。

省エネ基準達成率（％）

＝ 各モデルの年間消費電力量（kWh/年）
トップランナー基準の目標基準値（kWh/年）

冷房能力は，JIS（日本工業規格）で定められ，室
内が27℃で外気温が35℃のとき，単位時間あたりで
室内から除去する熱量である。図 2 で示したよう
に，エアコン販売数は圧倒的に夏期に集中する。そ
のため，購入時には冷房効率が判断要素となり，冷
房効率のよい製品の開発が進められてきた経緯から
も妥当であると考える。

冷蔵庫は，エネルギー消費効率指標である年間消費
電力量が，JIS改正に伴い2006年と2016年に測定方
法が変更されたので使用しなかった。よって，省エ
ネ基準達成率（%）を省エネ変数の代理変数とする。

炊飯器は，エネルギー消費効率指標と省エネ基準達
成率が入手できなかった。そのため，炊飯時の加熱
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方式の違いを代理変数とする。近年は電磁加熱式
（Inducing Heating，IH）炊飯器が主流で，2019年
では販売数量の約74％を占めている。IHタイプは，
省エネ製品も増えており，圧力IH炊飯器ダミーと
非圧力IH炊飯器ダミー変数を作成した。ベースラ
インは，釜の底が当たる部分のヒーターで加熱する
マイコン炊飯器である。

掃除機は，トップランナー制度の非対象で，省エネ
ルギー基準達成率や年間消費電力量は入手できな
かった。掃除機はコード式かコードレス式か，紙
パック式かサイクロン式かの 2 点の組合わせで機種
選択をすることが多い。コード式の消費電力は平均
値が895.8W，中央値が1000W，コードレス掃除機
は平均値が52.8W，中央値は26Wである。コードレ
ス掃除機は，表示された消費電力が圧倒的に低い。
実際に使用する際の充電時の電力消費とその後15～
20分間全力運転の消費電力の合算でも，コード式で
同時間運転するより消費電力は低くなる。コードレ
ス掃除機はコードがないことによる掃除しやすさ，
持ち運びの便利さも付加価値だが，消費電力が低
く，節電商品を選択していることにもなる。紙パッ
ク式かサイクロン式かは消費電力にコードタイプ程
の差がないので（紙パックの中央値は1000W，サイ
クロンは850W），その他の性能変数とする。

洗濯機は，トップランナー制度の非対象なので，省
エネ性能変数にはインバータ搭載ダミー変数を作成
する。インバータは，洗濯槽を回すモータを洗濯物
の量によって自動で調節する機能で，節電，節水，
静音効果があるので，省エネ性能変数の代理変数と

した。

Ⅴ�．ヘドニック販売価格関数の推定結果と
考察

1 ．ヘドニック販売価格関数の推定結果
テレビの推定結果（表 4 ）

省エネ性能変数は，年間消費電力量を用いた。係
数を省エネ性能への価格プレミアムや支払い意思額
と捉えた場合，符号は負値が想定されるが，名目が
601.6円，実質が386.4円となり，逆の結果となった。
画面サイズは，名目が2,250円，実質が2,630円で，
画面が大きくなると価格が高くなる。メモリーカー
ドや番組表の性能は高付加価値機能だが，BS・CS
チューナーダミーは負値となった。発売開始後 １
か月ごとの価格の低減幅は，名目は-1,114円，実質
は-865円で， 6 品目中最も幅が大きかった。モデル
の当てはまりはよく，名目で78%，実質で73.7%の
説明力があった。

エアコンの推定結果（表 5 ）
期間中通年で使用できる標準的な性能変数が少な

かった。例えば，インバータの有無は「あり」が，
エアコン設置形態は「壁掛け」が，エアコンタイプ
は「冷暖房」が100％に近く，使用できなかった。
一方，省エネ変数は，省エネ基準達成率と冷房能力
を採用した。省エネ基準達成率は 1 %上昇すると，
名目は1,713円，実質は1,365円価格が上昇する。冷
房能力は 1 W増えると名目，実質ともに25,000円以
上で高付加価値機能である。冷房能力は，エアコン
にとっての容量である「畳数目安」と 1 対 1 対応で，

表 3 　省エネ性能変数の基本統計量（1998年 1 月～2019年10月）

出所：著者作成
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能力とサイズの両方の性質を有する。能力が高いほ
ど，畳数も広くなる。選択した変数は少ないが，モ
デルの当てはまりは，名目が80.6%，実質は79.4%と
高かった。

冷蔵庫の推定結果（表 6 ）
省エネ性能変数は，省エネ基準達成率を用いた。

省エネ達成率が 1 ％上昇すると，名目で190円，実
質で160円，価格が上昇する。サイズを表す高さ，
幅，奥行きもそれぞれ 1 cm大きくなると，価格が
上昇する。片開きのドアに対してフレンチスタイル

（観音開き）のドアは名目で24,500円，実質で26,101
円と高付加価値である。容量を直接的に表す定格内
容積（ℓ）は2008年以降利用可能である。モデルの
当てはまりがよく，名目で83.9%，実質で79.2%の説
明力があった。

炊飯器の推定結果（表 7 ）
マイコン炊飯器をベースラインにして，省エネ製

品が増えているIH炊飯器ダミーを省エネ性能変数
として採用した。圧力，非圧力ともに価格に対して
正値となり，圧力IH炊飯器は高付加価値となって
いる。標準的な特徴変数は，サイズを表す炊飯器容
量が使用でき， 1 合大きくなると，名目で3,800円，
実質で2,774円高くなる。変数は少ないが，モデル
の説明力は名目で49.3%，実質で55%と半分ほど説
明できた。

掃除機の推定結果（表 8 ）
省エネ性能変数には，コードレス掃除機ダミー変

数を採用した。係数は名目，実質ともに約21,000円
とコード式と比較して価格が高く，コードレス掃除
機の開発は利便性に加えて省エネ，節電効果のある
製品選択に繋がる。その他のスペックは，サイクロ
ン式掃除機ダミー変数で，紙パック式と比較して，
名目で10,738円，実質で7,833円と高付加価値だっ
た。サイクロン式は，フィルターやダストボックス
のこまめな手入れがしやすく，吸引力が高く保てる
ことで節電効果があり，紙パックのランニングコス
トが掛からず，クリーンな排気もできる環境配慮か
らも，価格にプラスの効果があった。重さや集塵容
量というサイズ変数は通年での使用ができなかった
が，名目で44.9%，実質で60.8%の説明力があった。

洗濯機の推定結果（表 9 ）
省エネ性能変数は，節電，節水，静音に効果があ

るインバータありのダミー変数を選択した。係数は
名目が8,671円，実質が4,861円と付加価値を有して
いる。洗濯機はサイズのデータが容量（kg），高さ，
奥行き，幅と 4 種類あり，名目の高さを除いて容量
が 1 kg増え，サイズが 1 cm増えるほど価格が上昇
する。給水ポンプありのダミー変数は，負値で有意
だった。最近主流のドラム型のモデルには給水ポン
プが無いので，無いことが性能の高さ，高価格であ
ることを表している。省エネ性能，サイズ情報，タ
イプ別情報が含まれており，説明力は78.6%と高
かった。

2 ．考察
6 品目の推定を通じて，名目価格と実質価格の推

定結果は，係数の大きさにはやや違いがあるもの
の，符号や有意性での違いは見られなかった（例外
は洗濯機の高さ）。また，変数選択において，約20
年間通年で利用可能という制約があったが，統一省
エネラベル対象のテレビ，エアコン，冷蔵庫はモデ
ルの当てはまりは70%～80%と高かった。省エネ家
電の導入により家庭での電力消費を抑えるために
は，エネルギー消費効率が高い製品の市場価値が評
価され，製造事業者の製品開発のインセンティブが
高まり，消費者は省エネ性能に価値を見出し追加的
な支払いをするメカニズムが必要である。本稿の推
定結果ではエアコン，冷蔵庫については省エネ基準
達成率の係数は正値で，省エネ性能の高い製品に対
して付加価値があるという結果となった。一方で，
テレビは年間消費電力量の係数が正値になり，
1 kWh/年の消費電力量が増えることで，価格が上
昇するという結果になった。ここでは，採用した代
理費変数の頑健性をチェックするために，複数の省
エネ性能指標を入替えて推定し，係数を比較した。
複数指標を使用するため，期間は2018年の 1 ～12月
とする。被説明変数は実質価格で，省エネ性能以外
の定式化は表 4 ～ 6 と等しい。表10は省エネ係数だ
け抜粋している。

エアコンと冷蔵庫では，省エネ基準達成率の係数
は正値となり，年間消費電力量の係数は負値とな
り，省エネ性能が高い製品の価格が高くなる。エア
コンのエネルギー消費効率指標はAPFで，係数は
省エネ性能が高くなるほど価格に反映される結果
だった。一方テレビは，エアコンと冷蔵庫と逆の結
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表 4 　テレビの推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1

表 5 　エアコンの推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1
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表 6 　冷蔵庫の推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1

表 7 　炊飯器の推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1
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表 8 　掃除機の推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1

表 9 　洗濯機の推定結果

括弧の中は標準誤差
＊＊＊ p＜0.01，＊＊ p＜0.05，＊ p＜0.1
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果となった。省エネ基準達成率は，画面サイズをコ
ントロールしても，係数が負値となった。年間消費
電力量は表 4 と同じく係数が正値となった。これは
テレビが，画面サイズが大きくなると年間消費電力
量が大きくなり，サイズの大きさと省エネを両立す
るのが難しい製品であることを示している。

一方で，小西他（2018）で示したように，冷蔵庫
は，容積が大きくなると消費電力量が増えるが単調
増ではなく，大きくなることで断熱材の質や使用
量，インバータの改良でエネルギー効率が改善可能
である。また森田他（2014）から，エアコンもサイ
ズが大きくなると高価格，高消費電力量となること
が指摘されているが，近年は使い方や部屋の広さや
目的に合った使用で省エネを促進している。

他の品目についても，推定結果より，炊飯器の加

熱方式，コードレス型掃除機，洗濯機のインバータ
といった本稿で選択した省エネ性能は，家電製品の
高付加価値化に貢献した。本稿では，省エネラベル
の指標だけでなく，幅広い指標を省エネ性能の代理
変数として選択できた。

Ⅵ．おわりに

本稿では，1998年 1 月から2019年10月を対象に，
テレビ，エアコン，冷蔵庫，炊飯器，掃除機，洗濯
機について，ヘドニック販売価格関数の特定化と推
定を行った。省エネ性能の代理変数は，テレビは年
間消費電力量，冷蔵庫は省エネ基準達成率，エアコ
ンは省エネ基準達成率と冷房能力（畳数情報も包
含），炊飯器はIH機能，洗濯機はインバータ，掃除

図 3 　テレビのサイズ別販売台数シェアの推移（2009～2019年）

出所：著者作成

表10  省エネ性能変数の係数の比較（2018年 1 月～12月）

＊＊＊ p＜0.01
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機はコードレス機能を選択した。家電製品の販売価
格モデルの説明力には，製品のサイズ（容量，高さ，
幅，奥行き）と省エネ性能変数が有効であることが
わかった。

さいごに，省エネ家電を家庭に導入するための政
策について2009年 5 月～2011年 3 月末の家電エコポ
イント制度を例に，製品のサイズと消費電力量の関
係を見る。この制度では，テレビ，エアコン，冷蔵
庫を対象に，「統一省エネラベル」の多段階評価の
星 4 つ以上の省エネ家電製品に買い替えることでポ
イントが付与された。特にテレビは2011年 7 月のア
ナログ停波も見据えて，地上デジタル放送対応テレ
ビが対象となり需要増となった。2019年は10年経過
し，買替え時期にあたる。図 3 はテレビの画面サイ
ズごとの販売台数シェアの推移である。2009年のボ
リュームゾーンは31インチ～36インチ未満の画面
だったが，年々41インチ以上の大型画面のシェア増
え，2019年には53.2%と半数を超えた。近年は，ス
リムベゼルや薄型軽量化で大型サイズが人気である
ことがデータからもわかる。

例えば，2009年の32インチのある型の消費電力量
は129kWhであった。2019年に，32インチのテレビ
を買い替えたら年間消費電力は52kWhに改善され
ているので，大幅な省エネに繋がる。しかし2019年
に55インチを購入すると，年間消費電力は163kWh
で，省エネ行動には繋がらない。同様に2009年に55
インチを購入した人が，2019年も55インチを購入し
たら，年間消費電力は351kWhから163kWに下がり，
半分以下の消費電力量になる。

日本の家電製品はトップランナー制度の下で，世
界的に見ても高い省エネ性能を有しており，技術開
発が進められている。これはテレビの一例である
が，同じサイズに買替える場合には，大きく省エネ
化に貢献することが可能である。一方で，冷蔵庫の
様に，買替え時にサイズを上げることで，自然と省
エネ製品を購入することが可能な品目もある。しか
し，多くの家電製品では，価格とサイズの正の相関
より，製品が大型化・高級化しており，またサイズ
と消費電力と正も相関があるので消費者が買い替え
時に大きなサイズを好む傾向があると，買い替えに
よる自動的な省エネ化は困難である。この両立のた
めにも，消費者は省エネ家電製品についての正しい
知識を身に付け，特に政府はデータに基づいたわか
りやすい情報を提供し，小売業者や製造事業が発信
できるようにする必要がある。

本稿では，長期間入手可能な変数を用いて，ス
ペック変数と省エネ変数と価格の長期的な関係を観
察した。長期的なため変数選択が困難となり，使用
可能な変数が限定的となった。今後，消費税率引き
上げの影響，エコポイント等のリベート政策の評
価，省エネ基準変更の需要への影響等を分析では，
短期的な効果やダイナミクスを観察することにな
る。その際には，採用できる変数は格段に増え，よ
り精度の高い分析が可能となるだろう。
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